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■表１　国のため池整備事業制度

ため池の状態 対策 農家負担

なし（住宅の浸水被害大）

事業費の２～７%

利用実態がない又は管理放棄さ
れ、決壊時に住宅の浸水被害が生
じるおそれあり

堤体開削に
よる廃止

なし

※制度の詳細は県土地改良事務所(ｾﾝﾀｰ)や各市町へお問合せください。

なし

改修

ため池が大きく地震時に決壊のお
それあり

老朽が進み、突発的な決壊や豪雨
時に決壊のおそれあり
（定期点検判定「要早期改修」）

耐震補強



　　　　　　　　　クリーン作戦　　　　　　　　　

用水路エコ炭入れ替え

■表３　工事着手までのタイムスケジュール

０年目 区分 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

改修
調査・

事業計画作成

国への申請､土

地改良法手続※ 詳細設計
工事着手

(工期2～3年)

耐震
補強

耐震調査
（耐震不備）

事業計画作成
国への申請､土
地改良法手続

詳細設計
工事着手

(工期2～3年)

廃止 事業計画作成
工事着手

(工期１年)

地域で話し
合い、市町
へ要望

※受益農地２ha未満は国への事業申請のみ

事業費の農家負担は、償還期間が長期で低利率の融資制度が利用できます。

[償還期間] 最大25年（うち元本据置期間《利払いのみ》最大10年）

[ 利　率 ] 0.25％（令和２年２月時点）

【例】事業費１億円、農家負担700万円(7%)、受益農地5ha、償還期間25年の場合

　１～10年目　350円/10a(1反)/年、11～25年目　平均9,500円/10a(1反)/年

■表２　融資制度




